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１．論文の目的と研究の方法  
 
  本論文の目的は義務教育における機会均等を確保するための国の責任のあり方と今後の
課題について明らかにすることである。 
  本研究課題は、今日にいたるまでの教育行政学における重要な論点の一つであり続けた。
戦後の教育行政や教育政策に関わる論争史で必ず触れられる、全国学力テスト、勤務評定、
教科書検定、教科書裁判、学習指導要領の法的拘束性、臨時教育審議会をはじめ、近年に
おいても、学校選択制、教育委員会制度改革、地方分権改革、外国籍の子どもの教育権、
子どもの貧困対策などにかかわって厳しい論争が展開されてきている。そして、これらの
議論の中には国と地方の権限と責任をめぐる議論が明示的にも黙示的にも介在していた。 
  これらの論争は結果的に教育行政ならびに教育のあり方に貴重な理論を提供してきた。
しかしがなら、近年の社会的・政治的・経済的状況の激変によって教育行財政をめぐる状
況は変化しており、義務教育に関する国の責任も大きな転換点を迎えている。本論文でと
りわけ着目したのは新自由主義教育改革の進展と財政の地方分権改革である。両者の改革
の導入と展開によって、義務教育における教育の機会均等にかかわる国と地方との役割分
担に関する教育行財政研究は大きな転換点を迎えざるを得なくなっている。  
 前者の新自由主義教育改革において導入された典型的な政策は学校選択制度であり、選
択と競争を基本理念としている。また、教育の民営化も新自由主義教育改革と密接不可分
である。教育行政学において、教育の選択と競争の導入や教育の民営化は教育機会の均等
を目的として国が設定した基準、たとえば統一的な学校設置基準などを緩和し、教育以外
の要因も教育の在り方を左右する結果を招き、ひいては教育の機会均等を損なうと批判さ
れている。他方で、親の学校選択の拡大によって、教育機関間の健全な競争が促進されて
教育改善がもたらされるだけでなく、特色ある学校づくりの進展によって多様な教育と学
習の場が提供され、児童生徒の興味関心に応じた教育の機会均等に寄与できるし、民営化
によって効率的な行財政運営がもたらされるとの肯定的な捉え方もされている。教育の機
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会を確保する方法を国の基準と見るか、それとも親の選択による学校教育の質の改善なら
びに多様な教育機会の提供と見るか見解が対立している。 
 後者の財政の地方分権改革は 2005 年に国の義務教育費負担割合を 2 分の 1 から 3 分の 1
へ引き下げたことが典型例である。義務教育の国家責任を前提として国と地方の適正な役
割分担を重視する見解と、義務教育事務は自治事務であり、義務教育費国庫負担金の割合
を縮小ないし全廃すべきであるとの見解の間で論争が展開された。国の負担割合が 3 分の
１に引き下げられることで、教育における国の事務は縮小され、代わりに地方自治体の事
務は拡大されて裁量が増えた。まさに国と地方自治体との義務教育をめぐる責任の在り方
が論点として鋭く提示された。 
 本研究はこれらの教育政策、教育行政のアポリアの解明に取り組むことを中心的な目的
としている。すなわち、前者の新自由主義教育改革についてみると、同改革は教育への市
場中心主義の導入であり、教育格差の拡大などによって教育の公共性に対する挑戦である
と見なされた。これらの新自由主義教育改革に対する批判は国際的にも共通点を持つもの
の、多くの先行研究は日本国内の事例研究や理論研究、英米の教育改革の特徴と課題につ
いて研究する場合が多かった。本研究は、単一の国あるいは二か国間の比較という研究視
点を拡大して、数カ国を対象とした義務教育の展開や内容の分析、新自由主義教育改革に
よる諸外国の役割変化を明らかにし、教育の機会均等を確保するに際しての国の責任と教
育の地方自治との両立のあり方について検討を試みている。 
 第二に本研究は教育財政の地方分権改革による国の教育責任の変化と新たな教育行政の
可能性を探ることを試みている。地方分権改革によって国が負担する義務教育費国庫負担
割合は引き下げられ、削減分は地方自治体の一般財源に回された。この教育財政改革の前
後では改革の是非をめぐる議論が活発化した。その際の議論では、地方自治体が行政主体
として地域の諸条件や特性を生かして地方自治を活性化していくことによって教育条件の
改善がもたらされるとの視点は乏しく、義務教育の責任からの国の後退、責任回避である
との評価が根強かった。しかし、社会経済環境の変化に伴って行われた教育改革に対する
こうした一面的な批判よりも、国と地方の役割分担にかかわって教育行政の新たな可能性
を多面的に評価し、教育機会均等を目指した教育における国ならびに地方の責任のあり方
について検討を加えて行く必要性があり、その点に留意した研究を遂行している。  
 本論文の研究対象は学問分野から見れば教育法学、教育制度学、教育政策学、教育経営
学である。それぞれの分野で用いられている研究方法を有効・適切に活用しながら考察を
深めている。すなわち以下で触れる各章の分析において、歴史的研究、理論的研究、比較
研究、実証的研究の方法を用いながら研究を進めている。 
 
２．論文の構成 
 
 本論文は全６章から構成されている。第 1 章および第 2 章では、本論文のタイトルと符
合して、教育の機会均等と義務教育のそれぞれの概念を整理し、それらを支える法制度に
ついて考察を行っている。教育の機会均等について考察する際には、教育へのアクセスの
平等、教育条件の平等、教育結果の平等の三つを基本的な枠組みとして設定して分析を行
っている。なお、韓国における教育の機会均等に果たす国の役割についても論じている。
第 2 章では義務教育の起源と展開の世界的な動向を整理するために、英米独仏日韓の公教
育の展開と義務教育の導入過程について、さらには、第 1 章で触れた教育の機会均等を実
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現するための制度としての義務教育制度について詳細に論じている。 
 第 3 章は、1980 年代以降の新自由主義教育改革を推進してきた英米日韓の 4 カ国を比較
対象として、教育における選択と競争、教育民営化が教育政策に導入されて、その結果、
国の教育責任がどのように変化したのかについて考察している。第 4 章は日本の地方教育
行政組織の改革、具体的には教育委員会制度の改革を媒介として、教育の機会均等の実現
主体としての地方教育行政、教育の地方自治の可能性について考察を加えている。  
 第 5 章と第 6 章は教育財政の地方分権化をめぐる議論である。第 5 章では義務教育にお
ける設置者負担主義を再考することで、国の役割の変容について論及している。第 6 章は
教育財政の地方分権改革のもたらす効果についての実証的研究である。特に分権改革以後
の都道府県別の教育費支出の実態分析から教育における地方自治の可能性を見出してい
る。終章では序章で示された研究課題に即して得られた研究成果を要約している。  
 本論文の目次は，以下の通りである。  
 
序章  
  第 1 節 問題関心 
  第 2 節 本研究の目的及び課題 
  第 3 節 先行研究の考察 
  第 4 節 研究領域・方法及び構成 
  第 5 節 本研究の意義 
 
第１章 教育と機会均等 
  第 1 節 はじめに 
  第 2 節 理論的背景及び先行研究の動向  
  第 3 節 教育の機会均等の組織原理  
  第 4 節 韓国における義務教育と教育の機会均等  
  第 5 節 まとめ 
 
第２章 義務教育と国の責任 
  第 1 節 はじめに 
  第 2 節 義務教育制度の起源と展開  
  第 3 節 日本と韓国における義務教育の展開 
  第 4 節 義務教育制度の組織原理 
  第 5 節 まとめ 
 
第３章 公教育の再構造化と義務教育の課題  
  第 1 節 理論的背景 
  第 2 節 各国の教育改革 
  第 3 節 各国における学校選択制についての論点  
  第 4 節 考察 
  第 5 節 まとめ 
 
第４章 教育行政における政府間関係の変容と課題  
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  第 1 節 はじめに 
  第 2 節 教育委員会制度の変容過程  
  第 3 節 改正地方教育行政法の内容及び評価 
  第 4 節 教委の存廃をめぐる争点 
  第 5 節 まとめ 
 
第５章 設置者負担主義と義務教育における国の責任  
  第 1 節 はじめに 
  第 2 節 学校法第 5 条の再検討 
  第 3 節 義務教育費国庫負担制度と教育条件の整備  
  第 4 節 義務教育における国の位置付け  
  第 5 節 まとめ 
 
第６章 地方団体の教育費支出実態  
  第 1 節  はじめに 
  第 2 節 分析の枠組み及び分析データ  
  第 3 節 先行研究の動向 
  第 4 節 財政の地方分権改革をめぐる論点  
  第 5 節 都道府県における教育費支出の現状 
  第 6 節 まとめ  
 
終章  
参考文献 
 
３．論文の概要   
 
 本論文の概要について、以下各章ごとに整理する。  
 第 1 章は教育の機会均等に関する国際的研究動向を押さえつつ、教育の機会均等の実現
のための国の責任の在り方について考察している。得られた知見は以下の通りである。教
育の機会均等は公教育制度の前提となる基本原理であり、日本の場合、1950～60 年代にか
けて数多くの教育の機会均等を目指す法律が制定され義務教育の機会均等に大きく貢献し
た。さらに国による教育条件の標準化政策や義務教育費国庫負担制度など、国家が教育に
責任を負うことによって社会階層にもとづく教育格差の抑制に寄与してきたことを明らか
にした。韓国においては国による義務教育の実施は教育機会の拡大にある程度の影響を及
ぼしたが、国家財政の限界から高効率・低コストの教育政策であったとともに、教育熱心
な国民意識が教育機会の拡大を牽引したことについても明らかにした。 
 義務教育の機会均等を実現するために、国が主導する方法と地方自治の活性化による方
法を提示している。前者は国の義務教育財政保障や地方団体の義務教育実施に対する事後
政策評価を肯定的に評価している。また、後者は地域における義務教育費負担に関する条
例制定などを措定している。このような新たな教育統治構造のもとで義務教育水準を確保
する地方自治体の創意工夫の必要性について指摘した。 
 第 2 章は、教育の機会均等を実現する義務教育制度の現代的意義は何かについて考察を
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行っている。義務教育の概念を比較的視点を踏まえて明らかにするために英米独仏日韓に
おける義務教育の展開過程について考察した。第 2 次世界大戦を経過して人権保障の国際
化が進展し、1940 年代後半以降に各国において整備されるようになった義務教育は、公教
育の基礎的部分を成すにいたった。その特徴は以下の通りである。第一に、各国の憲法や
教育法制において、義務教育はすべての国民が等しく教育を受けることのできる権利の保
障を前提として組織されるようになったとともに、世界人権宣言や子どもの権利条約など
のように国際的に合意した国際教育法の規範にもなっている。第二に、義務教育の実施に
おいて党派性や宗派性が排除され、思想的・政治的・宗教的な中立性が確保され、近代公
教育制度の下では不完全であった学校制度基準が精緻に組織化されるようになった。具体
的には、義務教育年限の拡大、修業日数の通年制化、教員資格の法制化、カリキュラムの
標準化などによって均質で均等の教育条件が整備されるようになっている。第三に、教育
の機会均等を図るために多種多様な教育の機会均等に関する法律が整備され教育財政が拡
大されるとともに、社会経済的背景によって不利益を蒙っている人びとを手厚く遇する積
極的な教育格差是正策が増加した。日本と韓国における義務教育の現実的課題、具体的に
は、（1）外国人の子どもの義務就学、（2）義務教育の延長、（3）オルタナティブ教育の
容認などの是非について考察を加えている。（1）は、外国人の子どもの教育の機会均等を
保障する措置として義務就学が考えられるが、民族教育の自由も考慮した政策が求められ
る。（2）は、9 年間の義務教育における実質的な機会均等政策とともに、教育格差の早期
化が進んでいる現状を踏まえて就学前教育の無償化が求められる。（3）は、社会や国家の
形成者の育成という義務教育の目的からして、オルタナティブ教育の容認よりも就学義務
運用の弾力化の必要性について主張している。 
 第 3 章では、1980 年代以降に実施されるようになった新自由主義教育改革について、英
米日韓の四か国において、新自由主義のイデオロギーと政策が国の教育責任にいかなる影
響を及ぼしているかを考察している。 1980 年代以降に行われた新自由主義教育改革のう
ち、本論文では以下の二つの論点に絞って考察を加えている。一つは、教育に競争と選択
を導入する学校選択制であり、他方は公立学校の設置・運営を民間部門に開放する教育の
民営化政策である。対象とした 4 カ国では、この二つの戦略が様々な形で教育政策を構成
していることを明らかにした。英国は学校選択権を親の権利として確立し広範な選択の自
由を認めているものの、教育の民営化政策は限定的であった。米国は、学校選択制を人種
統合、人種差別の是正、教育機関のアカウンタビリティーなどと関連づけて規制された選
択制の導入を図り、民間による公立学校の経営や民間機関による教員研修、私立学校に入
学する児童・生徒へのバウチャーの支給など公教育と私教育との相互乗り入れや、学校設
置と学校運営の多様化を促している。 日本では学校選択制が制度化されているが、導入の
是非は学校設置者である地方団体が決定し、地域限定での統制された選択制が一般的であ
る。韓国は義務教育段階での選択制を認めておらず他国とは大きく異なる。ただし、公立
学校行政の一部分として扱っていた私立高校を対象に学校選択が可能である。  
 学校選択制と教育の機会均等の関係について、教育機関のアカウンタビリティー確保、
官僚主義の打破、教育の画一性・閉鎖性の是正など選択制をめぐる議論は行われており、
本章では、学校選択制＝教育の機会均等との理解の可能性について考察を加えている。英
国と米国は、教育の選択・競争を通じて学力向上を目指しており、学校選択を通じた教育
機関の競争の促進によって官僚主義を打破し教育成果に対する厳格なアカウンタビリティ
ーを確保することを目指している。それが結果として教育の機会均等の実現に寄与するこ
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ともあり得るが、その検証については未だに未解明の点が多い。日本では 2003 年学校教育
法施行令改正によって学校選択制が制度化されて以来、2010 年代半ば時点で導入している
地方自治体は約 15％に止まっている。学校選択制の導入の是非はひとえに自治体の判断に
委ねられている。したがって、学校選択問題に限らず、教育の機会均等をはじめとした教
育問題は地域の責任によって解決されていく可能性を選択制が有していることを本章は提
示している。 
  第 4 章では、教育委員会制度を媒介とした国と地方団体の義務教育に関わる権限と責任
のあり方を明らかにすることを研究課題としている。 1948 年に成立した教育委員会制度
は、1956 年地方教育行政法の成立と、その後のいくたびかの改革によって教育の統治構造
が再編されてきている。わけても、2014 年の地方教育行政法改正は、首長の教育への関与
を強化したことで、教委の運営に大きな影響を与える改革であった。この改革は、首長の
政治的な意向によって教育が左右されるとの批判があるものの、新設された「総合教育会
議」を通じて首長と教委が地方の教育課題、たとえば、教育の機会均等の確保、教育水準
の維持・向上などについて協議・調整を行うことで、地方の教育問題を総合行政的な観点
から改善していく可能性を有している。そのために、教育の機会均等が国の直接責任によ
って達成されるという視点よりも、国と地方が役割を分担しながら教育の機会均等をはじ
めとした地域教育課題の解決をめざした教育の地方自治の活性化の必要性について論じて
いる。 
 第 5 章では、学校教育法第 5 条の設置者負担主義の意義と、義務教育において国が負う
責任は何かについて考察している。2000 年地方分権改革前後に学校教育法第 5 条に基づい
て、学校設置者である地方自治体が自主的・自律的に住民のニーズや地域の実情を考慮し
ながら義務教育に関する事務を決定すべきであるとの議論が展開された。しかし、義務教
育は社会全体の維持・発展を担う国民を育成する営みであって、全国的な教育の機会均等
の実現と教育水準の維持向上は国と地方団体が役割を分担し共同責任を負うべき営みであ
る。したがって、教育に関する事務は自治事務になっているものの、義務教育は国と地方
団体が役割分担を通じて実施する共同事務であり、その最終責任は国にあることについて
論じている。 
 第 6 章では、財政の地方分権改革によって、既存の教育行財政制度が大きく改編された
のであるが、そのことが都道府県の教育費支出構造にいかなる影響を与えているか、さら
に現状の問題点と今後の課題は何かについて考察を行っている。本章の考察からは、地方
財政の格差がただちに教育の格差に直結することは確認されなかった。その理由として以
下の二点を指摘している。第一には、都道府県における基準財政需要額に対する実支出額
の変化である。国庫負担金の引き下げ以前には財政力の高い都道府県は基準財政需要額に
上乗せして教育費を支出している一方、財政力の低い都道府県は基準財政需要額より実支
出額が顕著に低かった。また、実支出額の比率が高い都道府県と低い都道府県の間の格差
も大きかった。しかし、義務教育費国庫負担金が一般財源化された 2006 年以降は、財政力
の高い都道府県において実支出額の比率が低下している一方、財政力の低い都道府県は実
支出額の比率が高くなる傾向を示しており、年次推移を見ると財政力の高い都道府県と低
い都道府県との間には教育費支出の格差が縮小している。これは国庫負担率の引き下げに
よって地方の教育費が地方の財政力に直接的に影響を受けるという教育学界からの批判は
妥当しないことを意味する。第二に、一人当たり教育費は一般的に財政力の高い都道府県
が多く支出するとの理解が一般的であるが、他の変数によっても支出額が方向づけられる。
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さらに、一般財源化されていても教育費は都道府県の裁量で増減できない法制的な制約が
ある点にも注意を喚起している。 
 
４．総評 
 
  本論文は、政治、経済、社会などの諸状況の大幅な変動に応じて、国の統制と責任が大
きな転換点を迎えている今日において、義務教育における機会均等を確保するための国の
役割のあり方と今後の課題について、とりわけ新自由主義教育改革の進展、財政の地方分
権改革が義務教育の実施における国と地方の役割分担にいかなる影響を及ぼしたのかを中
心として、理論的・実証的に解明を試みた研究の成果である。  
  本研究によって得られた知見の持つ学術的意義および独創性は以下の通りである。本論
文では、社会的、政治的、経済的な環境の変動に随伴して、教育の機会均等に果たす国の
統制と責任の在り方について考察する中で、国主導の方法と地方自治の活性化による方法
について理論展開を行っている。前者については義務教育実施に対する事後政策評価を肯
定的に捉え、後者については義務教育費負担に関する条例制定などについて論及している。
先行研究では、財政面のみならず規制的な側面に関しても国の役割が後退することで自治
体間教育格差の拡大をもたらすことについて批判的な言説が展開されたり、逆に、地方自
治体に可能な限り幅広い裁量権を付与することを重視する論調があり両論は鋭く対立する
ことが多かった。しかしながら、本研究では地方自治体の自主性や自律性を重視しつつも、
国によるバックアップの必要性について的確に論じている。近年、子どもの貧困対策や教
育格差是正を目的として、少なからずの自治体が給食費、教材費、子ども医療費の補助率
の引き上げや無償化を進めている。こうした動向に触発されて国レベルでも教育費無償化
の議論が始まっており、国の教育政策を地方自治体が牽引する構図が垣間見られるように
なっているが、こうした動向の理論的解明は未だ十分ではない。この点からして、本研究
の先駆性を見出すことができる。 
 また、本研究は、義務教育の概念や、義務教育制度の歴史的展開について、英米独仏日
韓の６カ国を対象として比較検討している点に独創性を有している。先行研究では個別の
国の制度研究や二国間の比較研究が多かったが、数カ国の義務教育制度を比較検討するこ
とで、欧米諸国と異なる日韓の制度的特徴も浮き彫りにしようとしている。すなわち、日
本と韓国では日本による朝鮮半島の植民地化や第二次世界大戦後の諸改革における米国の
影響の強さなどから、教育に限ってみても法体系や制度にかかわって共通点が多い。むろ
ん、社会、経済、政治や国民の意識やニーズなどの相違によって公教育制度、教育政策に
おける相違点も多い。ところが、近年の日本で研究された韓国の教育制度に関する著作や
論文は決して多くない。韓国の教育制度や教育政策の今日的な動向について日本語で理解
できることのメリットは大きい。さらに、韓国では義務教育に対する国の責任が十分でな
く、日本の教育条件標準化政策や義務教育費国庫負担制度など国の責任による教育の機会
均等の実現努力は、韓国にとって非常に示唆的であり、本研究の重要な意義の一つとなっ
ている。 
 新自由主義教育改革の中でも本研究では学校選択制度を重点的に取り上げている。学校
選択制度に関する議論の中心にあったのは、親による学校選択のもたらす影響についてで
あった。具体的には、学校選択による学校間格差の拡大、学校の序列化、受験競争の低年
齢化、地域の教育力の低下、学校統廃合の加速化などである。こうした論点についての研
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究は急務であるが、学校選択制度の導入を判断する主体は自治体であり、自治体はいかな
る契機でどのような住民のニーズを踏まえて、さらにはいかなる教育環境の改善を目的と
して学校選択制度の導入を決定したのか、ないしは決定しなかったのか、さらには導入し
たものの中止したのか、といった点に関する研究はきわめて手薄である。学校選択制度に
限らないが、地域が教育問題を主体的に解決していくことの重要性について再確認してい
る点に本研究の価値が見いだせる。 
 義務教育における機会均等を実現するための国と地方の役割について検討する際に、先
行研究では、二項対立的な議論が支配的であった。全国的に一定の教育水準を確保すると
同時に実質的な教育の機会均等を実現するために国が積極的に統制を行い責任を負う体制
を重視する見解と、国は可能な限り教育の統制を排して、地方自治体の自主性や自律性に
委ねる、さらには、地方自治体は個別学校に教育の内容はむろんのこと、教職員人事や学
校財政に関わる権限も委ねるべきであるとの見解が鋭く対立することが多い。本研究はい
ずれの立場にも依拠することなく、個別事例に即して国と地方との、あるいは、地方での
教育委員会と首長との役割分担について綿密に分析を進めている。その結果、2014 年の地
方教育行政法の改正は首長による教育の中立性への侵害であるとの立場ではなく、地方の
教育問題を自治体の総合行政的な観点から解決する可能性について論及している。また、
学校教育法における設置者管理主義の条項があるにせよ、義務教育の実施における究極的
な責任主体は国であることについて論じており、これらの理論展開は明快であり説得力を
有している。 
 財政の地方分権改革にかかわる実証研究において、通説と言ってよい財政力格差が教育
支出格差をもたらす、との見解に異議を申し立てている。自治体の教育費支出は有する財
政力に直接的に影響を受けるわけではないことを説得的に提示しており、先行研究の再検
討とさらなる研究の必要性を提起したことも重要な研究成果であった。 
  本論文には以上のような優れた研究成果が認められる一方で、次のような課題もある。
第 1 章では日本と韓国を、第 2 章では英米独仏日韓を、第 3 章では、英米日韓をそれぞれ
比較検討の対象として考察を加えている。こうした数カ国の動向を比較検討することは有
意義であり、その後の論述においても比較の視点を組み込んでもらいたかったが、第 4 章
以下は日本研究に終始してしまっている。部分的にであれ比較の視点を組み込んで分析を
行うことで、本論文の意義を高めることができたのではなかろうか。第二に、新自由主義
にもとづく地方の改革は、教育機会均等の観点から見た場合、いかなる意義と課題を生み
出しているのか、地域レベルの実態に即して検討することで本論文の価値を高めることが
できたのでなかろうか。第三には、各国の義務教育制度の成立と展開に関する考察におい
て、義務制と無償制を分けていっそう厳密に論ずることで本研究の学界への理論的な貢献
度が高まったのではなかろうか。こうした課題は残されているが、いずれの課題も本研究
の発展として位置づけられるものであり、これらを含めた今後の研究の進展に期待したい。 
  以上により、審査員一同の総合的な判断の結果、本論文は「博士（教育学）」を授与す
るに十分に値するものであるとの結論に達したので、ここに報告する。 
